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農水省との意見交換会 

 

 

 

「高齢者向け加工食品の製造・流通」に関する意見交換会開催 

－ 7 月 26 日 － 

高齢者向けの加工食品の流通については、全体流通量の約 8 割を占める医療施設・老人福祉

施設等への業務用食品は、施設に滞在する高齢者用に比較的安定的な製造・流通が確保されて

いるものの、残りの 2 割の一般小売向けの加工食品については、一部のメーカーが取り扱って

いるだけであり、高齢者向け加工食品への一般消費者のアクセスが非常に困難な状況になって

いる。このため一般小売向け加工食品を推進するための課題を明確化するため、また食品製造

業・小売業等の円滑な連携等による安定的な高齢者向け加工食品の提供のための方策を検討し

課題や対応方向等を整理し、将来の高齢社会において食品産業の取り組みが拡大することを期

待して本年 3 月に農林水産省が財団法人食品産業センターに委託して「高齢者向け加工食品の

製造・流に関するガイドライン」が策定された。（このガイドラインは日食協会報 VOL175 号に

既報済）当日はこれらを踏まえて行政と日本介

護食品協議会と食品産業センターと加工食品卸

が一堂に会して介護食品に関する意見交換会が

開催された。最初に奥山専務理事の司会進行で

農林水産省食料産業局商品製造卸売課山田食料

産業調査官より「ガイドライン」についてご説

明をいただき、ついで日本介護食品協議会藤崎

事務局長から協議会活動の報告あり、介護食品

に関する要望や意見の交換を行った。 

 

 

 

第32回 異業種交流委員会開催 

          － 10 月 5 日 － 

第 32 回の異業種交流委員会が、平成 24 年 10 月 5 日（金）午後 3 時より今回の当番幹事団体

である全国化粧品日用品卸連合会のある東京装粧会館の会議室で開催された。最初に幹事団体

を代表して全国化粧品日用品卸連合会異業種交流委員会委員長 秋葉吉秋氏（（株）秋葉商店）

が開会の挨拶を行い、その後全国化粧品日用品卸連合会専務理事川上和伸氏の司会進行で議事

に入った。各異業種卸団体から提出された主要な議題としては、 

①小売業との直接取引メーカーへの対応策          全国医療用品卸商協同組合 

事業活動 
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フォーラム会場 

②平成 23 年度「取引実態調査」（第 6 回）の結果報告     全国米穀販売事業協同組合 

③食品表示一元化検討会報告書について 

④わが国初の「卸売専門資格：卸売管理士」取得のためのセミナー開催の件 

一般社団法人日本加工食品卸協会 

⑤流通４団体と共同した流通 BMS の普及推進について 

⑥消費税の増税について 

⑦「東日本大震災における危機管理について」の結果報告 

全国化粧品日用品卸連合会 

⑧卸流通アカデミーの経過報告 

 

であった。特に消費税の増税については各業界ともに関心が高く、各業界の増税の影響につ

いて議論し、卸売業界として情報を共有化すべき点を次回も議題として取り上げることになっ

た。尚、今回から全国家庭紙同業会連合会は活動を実質していないとの理由で退会され参加団

体は６団体となった 

次回は平成 25 年 2 月８日（金）当協会の当番幹事で開催予定。 

 

 

 

手に入れよう。新たな｢卸｣の羅針盤！ 

卸売業機能強化フォーラム秋田市で開催 

         － 10 月 10 日 － 

卸売業機能強化フォーラムが 10 月 10 日（水）秋田市の秋田キャッスルホテルで開催された。

秋田県内の卸売業、小売業やサービス業に携わる約 160 人が参加し、日本卸売協会の宮下正房

副会長の講演やパネルディスカッションを通

じ、卸売業の活性化策などを考えた。フォーラ

ムは協同組合秋田卸センター（秋田市）など県

内 4 つの卸センターでつくる卸売業機能強化支

援事業委員会が初めて開いたもので、講演に続

き、県内外の企業による事例発表や、参加者が

異業種間で懇談するビジネスマッチング交流会

が開かれた。 

宮下副会長は、講演で「国内の卸売事業所数

は 2007 年度までの 20 年間で約 10 万ヶ所減り

33 万ヶ所となった。ここ 1,2 年は業種の垣根なく、ほとんどの卸売業者が売り上げを落として

いる。大手同士の統合・合併が進み、業界内の寡占化が進んでいる。江戸時代、問屋はメーカ

ーの生産活動や小売店の販売活動を支援する役割を果たし、流通業界のリーダー的な立場にあ

ったが、現在はメーカーによる積極的なマーケティング戦略の展開、小売業種の大型化に伴う
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パネルディスカッション 

販売力の増大により、卸売業者の地位は低下し

ている。一方東日本大震災以降、地域の卸売業

者は非常時に必要な生活必需品を備蓄する機能

を担うなど、存在感が増している。卸売業者が、

流通業界のリーダーとしての立場を取り戻すた

めには、プライベートブランド商品の生産をメ

ーカーに提案したり、立地に応じて小売店ごと

の販売支援などを展開していく必要があると」

話した。 

 

 

 

卸売業機能強化フォーラム次第 

   

第一部  基調講演 

「地域卸売業復権へのチャンス」 

～卸売業の明日へのイノベーションとチャレンジの方向性を探る～ 

講師 一般社団法人日本卸売協会 副会長 

東京経済大学名誉教授       宮下 正房 氏 

 

第二部  事例発表＆パネルディスカッション 

○事例発表・パネリスト 

・株式会社 サプリコ 代表取締役会長 CEO  秋葉 吉秋 氏 

・一般社団法人日本加工食品卸協会 専務理事 奥山 則康 氏 

・株式会社 ヤマダフーズ 代表取締役    山田 清繁 氏 

・株式会社 桑原 代表取締役社長      桑原  透 氏 

○コーデイネイター             宮下 正房 氏 
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期待される販売促進金請求業務の効率化 

～新サービスの狙いと標準化への取り組みについて～ 

－情報システム研究会・株式会社ファイネット－ 

目 次 §Ⅰ．変化してきた卸店の業務効率化への課題意識 

    §Ⅱ．課題解決に向けた施策 

    §Ⅲ．今後の展望 

     

要 約 

１．卸店が、これまでの EDI の推進に加えて、「紙帳票」の電子化へ動き出した。これまで

比較的、中長期的な課題として認識されていた「紙帳票」の効率化が、短期的な差し迫

った課題として認識されるようになってきている。 

 

２．なかでも、販売促進金請求書は、99％以上の取引先（メーカー）に対して、「紙帳票」

を介した取引が行われており、大きな効率化が期待できる領域として注目されている。

大手卸店のある試算では、仕分け、郵送等で年間約 1,000 万円以上のコストは少なく見

積もってもかかっているという。 

 

３．こうした状況の中、いくつかのシステムベンダーは、各卸店向けに、各種帳票の電子化

サービスを展開し始めている。しかしながら、これらのサービスの多くは、メーカーに

とって、Web システムの乱立に繋がりやすいなど、克服するべき課題が多い事が指摘さ

れている。 

 

４．今回、（株）ファイネットは、業界標準のサービスとして、紙帳票の電子化サービス「PDF

変換サービス（販売促進金請求書）」を開始する。従来の紙郵送を廃止し、代わりに日

食協標準書式として位置づけられる販売促進金請求書（PDF）をメーカーに受領してもら

う、新しい送付手段のサービスである。 

と同時に、販売促進金の EDI へ向けたより一層の推進も加速させる。本来、EDI は、

卸店、メーカー双方にとって、照合の自動化につながるなど、帳票の電子化よりも多く

の効率化が期待できる手段である。 

 

５．販売促進金請求書は、まだまだ数多く残っている「紙帳票」の一つに過ぎない。販売促

進金請求書をはじめとして、今後は、これらの「紙帳票」の電子化サービスの横展開を

加速させるとともに、他のデータ種の EDI の推進も、これまで以上に日食協と連携して

いく。 
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受発注
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図１：日食協標準フォーマット策定・改定の変遷

図１ 

§Ⅰ．変化してきた卸店の業務効率化の課題意識 

 

受発注、出荷案内の主要業務の EDI データ件数は年々拡大しているものの、前年比の伸び率

をみてみると、必ずしも、以前のような急激な拡大傾向が続いている訳ではない。ある卸店の

担当者は、社内の EDI 化率の調査結果やメーカーとの商談結果をもとに、中小規模のメーカー

の EDI は、ある程度一巡化しており、短期的には大きくは伸びないだろうとみる。一方で、社

内では、これまで比較的中長期の課題として扱われていた業務の「紙帳票」の効率化が、差し

迫った課題としてクローズアップされるようになってきたという。 

これまで、EDI データ件数の大きな伸びとともに、業務効率化の軸を EDI の推進と据えてい

た卸店の意識が、EDI に加えて、「紙帳票」の仕分け作業、郵送作業の効率化も短期的に対応

するべき課題として認識されるようになってきた。 

 

1．これまでの日食協標準フォーマットを活用した EDI の推進 

今では、日用品・化粧品業界、菓子業界、酒類・加工食品業界など、各業界のメーカー、卸

店、あるいは小売をつなげた業界ＶＡＮはごくごく当たり前の存在となっているが、歴史をさ

かのぼると、おおよそ、どの業界も 1986 年、1987 年近辺にたどり着く。 

一般的に、企業間データ連携を実現するためには、多数の企業が独自の仕様で取引すること

は、コスト増に繋がるため、通信手順、フォーマットの「標準化」が重要になるとともに、そ

れを活用する環境の整備（ＶＡＮ事業会社）が必要となる。1980 年前半に JCA 手順等の通信手

順が整備された事、1985 年には電気通信自由化が策定され、民間企業がＶＡＮ事業に参入する

環境が整った事、及び、同時期に各業界の民間団体、事業会社などで業界別の標準フォーマッ

トの策定が進んだ事を受け、1986 年～1987 年にかけて、多くの業界で業界ＶＡＮの導入が進ん

だ。 

酒類・加工食品業界に目を向けると、1986 年、日食協配下の標準化を推進する EDI・WG (EDI 

ワーキング・グループ)の検討部会が主体

となり、卸店／メーカーの受発注、出荷

案内、販売実績の各システムの標準フォ

ーマットを策定するなど、日食協は、流

通の合理化を推進する上で大きな役割を

果たした。また、さらなる流通の合理化

を目指すべく、業界 VAN の活用を普及す

る観点からも、日食協は幅広く活動を展

開する。1986 年以降、その後、販売促進

金などのデータ種の拡大や、業務変化に

応じた項目の改修を継続的に実施してい

る（図１）。 

このような日食協の多大な貢献のもと、多くの卸店は、これまで、日食協標準フォーマット

を活用した EDI による効率化を最大限に推進してきた。EDI は、システムによる自動照合など

につなげる事ができるため、人的リソースの効率化のみならず、業務精度の向上が可能になり、

卸店にとっては、最大の効率化が期待できる領域である。 
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図２ 

図３：卸店の「販売促進金請求書」の送付手段

図３ 

実際、（株）ファイネット商品流通 VAN

サービスの利用実績をみると、データ件

数は、2011 年度には 19 億件（受発注、

出荷案内、販売実績は計 17 億件）に達す

るなど、年々拡大を続けている。大きく

牽引しているのは、販売実績であるが、

卸店の重要業務である受発注、出荷案内

についても、メーカー企業数の拡大とと

もに、年々拡大傾向にある。（図２） 

これまで、流通の合理化に向けて、卸

店が最大限に EDI を推進してきた事が分

かる。 

 

2．次なる卸店の効率化の動き 

EDI の推進に加えて、多くの卸店では、販売促進金請求書、品代支払案内書、返品書、ある

いは緊急、訂正時の発注書などの「紙帳票」の効率化を短期的な課題として対応する動きが出

始めている。（株）ファイネットがヒアリングした結果では、卸店の 75％が、現存する「紙帳

票」を課題と認識しており、早期に解決するべき課題であると回答している。 

これまで、これらの領域は、ある程度、中長期的な課題として捉えられてきたことが多かっ

たが、仕分け作業、郵送コストなどの観点から、近年差し迫った課題として認識されるように

なってきた。 

なかでも、販売促進金請求書は、卸店の課題意識が高い帳票の一つであり、ヒアリングを行

った結果では、実に 99％以上の相手先と「紙帳票」を介した取引が行われている事が分かった

（図３）。さらに、EDI を実施しているメーカーでさえも、EDI とは別に、別途紙帳票を郵送し

ており、この割合は、96％にのぼる事も分かった。 

これらの結果を踏まえると、ほぼ

100％の割合で、販売促進金請求書は、「紙

帳票」を介した取引が行われており、恒

常的に発生する切手代、封筒代の郵送コ

ストや、帳票の仕分け、検証、封入など

の業務コストを考えると、1 通あたり 100

円以上は常に固定費がかかっている。あ

る卸店の試算によると、こうした経費（郵

送コスト、業務コスト）は、年間約 1,000

万円は軽くかかっているという。 

卸店が相当の課題意識を持ち始めてい

ると、容易に推察される。 

 

販売促進金請求書の効率化は、確かに解決するべき課題ではあるが、既に EDI のサービスが

あるのにもかかわらず、こうした状況になっている事をまずは考えなければならない。 

図２：ＥＤＩデータ件数の経年変化（ファイネット商品流通ＶＡＮサービス）
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図４ 

図５：データ種ごとの前年度伸び率 経年変化（ファイネット商品流通ＶＡＮサービス）

図５ 

図４ 

もともと、「紙帳票」が存在する理由は、標準化しづらいが故に、日食協標準フォーマット

で表現できず、EDI ができない場合が多い。例えば、緊急時の発注などは、各社ごとのルール

（区分や印、受渡しルートなど）が異なるため、標準化しづらいなどの声も良く聞く。 

しかしながら、販売促進金請求データは、1999 年に日食協標準フォーマットが策定され、そ

の翌年には（株）ファイネットが当データ種への対応を開始している。また、2012 年には、EDI

実施メーカー数のさらなる拡大に向け、メーカー向け Web  EDI に販売促進金データの送受信機

能を追加している。 

このような状況にもかかわらず、販売促進金データのメーカーの利用社数は、受発注、出荷

案内と比べ、あまりにも乖離がありすぎる(図４)。（※2011 年度、受発注 1037 社に対して、

販売促進金は、48 社） 

こうした課題への対応を考える上で留

意すべきは、もちろん、まずは「紙帳票」

の電子化など一時的な効率化を考える事

も必要であるが、一方では、EDI こそ

が、卸店にとっては、最大の効率化が

期待できる領域であり、どのような原因

で EDI が進まないのかを調査するととも

に、EDI に繋がる解決方法も並行して検

討する必要がある。 

 

3．変化してきた卸店の課題意識の背景 

EDI の推進をしつつも、これまである程度中長期的な課題として捉えられていた事が多かっ

た「紙帳票」の効率化が、短期的な、差し迫った課題として認識されるようになった背景には、

①主要業務である受発注、出荷案内などの EDI の一巡、②統合等に伴う卸店の取引先数の拡大

の２つが推察される。 

まず、①であるが、確かに（株）ファイネット商品流通 VAN の利用実績をみると年々データ

件数は拡大しているものの、前年比の伸び率でみると、以前のような急激な拡大傾向が続いて

いる訳ではない事がわかる（図５）。大きな理由として、これまでの卸店の EDI の推進によっ

て、IT 化が可能な大、中小規模のメー

カーへの展開、あるいはグループ企業

への展開が一巡し始めてきたこと、ま

た、食品のメーカーは、99%を 300 名以

下の中小、零細事業所が占めるなど、

非常に裾野が広いため、隅々まで、IT

化がすぐに広がってはいかない環境下

にあることがあげられる（図６）。上

場企業で調査が可能な、食品メーカー

の売上げを調査してみると、おおよそ

上位 150 位近辺の売上が、５億円程度

となっている。IT 化に向けた積極的な活動には、しばらく時間がかかると想定される。 

図４：データ種ごとのメーカーご利用社数 経年変化（ファイネット商品流通ＶＡＮサービス）
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図６ 

また、実際にある卸店の担当者に聞

いた話では、『社内で 2009 年～2010

年にかけて EDI 推進プロジェクトを行

い、EDI が可能なメーカーを回った。

その結果、今では受発注については、

（EDI:70％、FAX:25％、TEL：５％）出

荷案内については（EDI:65％、

FAX:35％）になった』という。 

『但し、今回の EDI 推進プロジェク

トで、ほぼ回れるところは回ったので、

更なる EDI には、かなり小さなメーカーの IT 整備を待つなどが必要になり、もうちょっと時間

がかかるのではないか』とのことであった。 

 

次に、②の統合等に伴う卸店の取引先数の拡大である。 

近年、多くの卸店で、同業種による企業の合併や商品のフルライン化を目指した異業種との

統合など、企業の統廃合が加速しており、この結果、１企業が取り扱う取引先は拡大している。 

EDI であれば、取引金額、数量に応じた相応のコスト分担を負担することになるが、一方で、

紙郵送は、これらに関係なく、（郵政で定められた）一定のコストが発生することになる。 

本来、流通の合理化とは、規模の拡大に伴って、かかるコストが薄まり、業務効率化が実現

されるのであるが、「紙帳票」は、この原理に、必ずしも当てはまらない。 

 

 

§Ⅱ．課題解決に向けた施策 

 

「紙帳票」の効率化が短期的な課題として認識される中、いくつかのシステムベンダーは、

帳票の電子化サービスを展開し始めている。しかしながら、卸店、メーカー双方にとって、必

ずしも利便性の良いものではなく、克服するべき課題が多いとされている。 

このような課題を踏まえ、今回、（株）ファイネットは、卸店にとって、課題意識の高い、

販売促進金請求書の PDF 変換サービスを開始する。と同時に、卸店にとっては、最大の効率化

が期待できる、EDI 推進のための取り組みも、日食協とともに展開する。 

 

1．標準化が成立しづらいシステムベンダーのサービス  

多くのシステムベンダーのサービスは、卸店向け固有のサービスとして提供されている。 

仕組みは、多くの場合、卸店からの PDF ファイルをそのまま受領し、メーカーへ提供する方

式の他、卸店からデータを受領し、卸店個別のフォーマットに変換し、メーカーへ提供する方

式の２つが存在する。 

しかしながら、これらのシステムを導入する場合、一般的には、卸店、メーカーともに、多

くの課題がある事が指摘されている。 

 

図６：食品メーカーの事業規模別割合

９９％が

中小零細企業

出所）出所：経済産業省「工業統計表」（平成20年）
注：零細企業：従業者数３人以下の事業所
中小企業：従業者数２９９人以下の事業所
大企業：３００人以上の事業所

（ 36,630 ヶ所）  

 

70％  
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メーカーメーカー

卸卸AA

卸卸BB

卸卸CC

卸店ごとに
システム導入、
異なる機能
ログインID

PWD

同じような仕組みな
のに、なんでそれぞ
れ別別にログインが
必要なの？
大変だわ～

卸C向けのログイン
PWD忘れちゃったわ
だって、それぞれID
の体系もちがうし
覚えられないわよ

図７：システムベンダーのソリューションを導入した場合の課題（メーカー）

えっ
卸B向けのシステム

だけ、あの機能ってな
いの？

図７ 

図８ 

【卸 店】 

・短期的な対応ではいいのかもしれな

いが、中長期には、PDF にしただけ

では EDI に繋がらない。 

【メーカー】 

・卸店ごとに固有のサービスのため、

複数の卸店ごとにシステムを導入す

る必要がある。ログインなども卸店

ごとにしなければならない。（図７） 

・PDF 帳票は、卸店ごとの書式のため、

業務の平準化は、今までどおり実現

できない。 

 

ある卸店によると、『卸店ごとのニーズに細かく応えるのは良い事だと思うが、一番の問題

は、メーカーが各卸店ごとに、システムを導入する必要があるなど、メーカーの作業負荷がか

かることである』という。また、それらのシステムの導入は、卸店ごとの Web システムの乱立

に繋がりやすく、業界の標準化が薄れていく可能性があると指摘している。 

従来よりシステムベンダーは、ある特定企業に向けたサービス提供が多く、企業の細部のニ

ーズに対応した個別の仕様に、機敏に対応しがちである。やむを得ない事ではあるが、こうし

た状況では、なかなか業界全体コスト削減に寄与するサービスには、往々にして成り得ない場

合が多い。 

 

２．PDF 変換サービス（販売促進金請求書）について  

（株）ファイネットは、こうした課題に対応するべく、業界標準のサービス（PDF 変換サー

ビス（販売促進金請求書）を 11 月２日に開始する。 

●本サービスの位置付け 

これまで、（株）ファイネットは、販売促進金請求に関するサービスとして、2000 年に大

規模メーカーをターゲットとしたホスト接続サービスを開始、中規模メーカー利用拡大に向

けて 2012 年４月には、Web EDI サービスを展開してきた。今回、これらに加えて、メーカー

規模によらず、インターネット環境さえあれば、従来の紙郵送を廃止し、代わりに PDF 帳票

をメーカーに受領してもらう、新しい送付サービスを展開する（図８）。 

 

●サービス概要 

利用料金 

卸店１企業あたり（メーカーは無料） 

PDF 変換加入料……10,000 円／初回 

PDF 変換基本料……15,000 円／月 

PDF 変換料…………50 円／通 

利用卸店：2012 年 11 月より、２社 

 

図８：ＰＤＦ変換サービス（販売促進金請求書）の位置付け

卸卸店店
大規模大規模 中規模中規模 小・零細小・零細

●

●

●

●
●

メーカーメーカー

ファイネット

商品流通ＶＡＮ
販売促進金請求

ホスト接続

（２０００年～）

WebEDI

（２０１２年４月）

商品流通ＶＡＮ
ＰＤＦ変換サービス
（販売促進金請求書）

ＰＤＦ変換サービス

（２０１２年１１月）
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図９：ＰＤＦ変換サービス全体サービスの流れ

図９ 

本サービスに関する問い合わせ先 

株式会社ファイネット  

営業推進部 商品流通 VAN サービス担当 

e-mail:info@finet.co.jp  

TEL:03-5643-3450 

●サービスの流れ（図９） 

（１）データの送信（卸店） 

卸店から、日食協標準フォーマットに準拠した販売促進金請求データを送信 

（２）請求書の確認・承認（卸店） 

メーカーへ公開する前に、一度、卸店で帳票の内容確認（承認）を行う 

※帳票が作成されたタイミングで、確認依頼のメールが通知される。 

（３）請求書の受領（メーカー） 

卸店の承認を経て、メーカーは帳票の確認、ダウンロード、印刷を行う 

※卸店による帳票が承認されたタイミングで、メーカーへ帳票の公開に関するメールが

通知される。 

（４）閲覧状況の確認（卸店） 

メーカー側の帳票の閲覧状況を確認する。未開封が続く場合は、別途電話などで催促を

する。 

閲覧状況確認は、以下２つの方法が可能 

①メールによる確認 

卸店担当者に、承認後、10 日間、メーカー

の開封数、未開封数をメールで通知（定点

調査） 

②画面より、リアルタイムで開封状況を確認 

 

●ご活用のメリットについて 

本サービスを活用する事で、卸店は、以下４つのメリットが期待される。 

（１）郵送コストが削減される 
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図１０：請求書の到着タイミングの違いについて

・郵送

・メーカー受領

＋１日～

＋２日

（日中）卸店の請求
書内容確認（承認）

↓

メーカー受領

・卸店内の経理処理

↓

・終了後、ＰＤＦ変換サー
ビスへデータ送信

こ
れ
か
ら

・投函・確認、仕分け作業・卸店内の経理処理こ
れ
ま
で

＋１日翌日月初５営業日程度

・郵送

・メーカー受領

＋１日～

＋２日

（日中）卸店の請求
書内容確認（承認）

↓

メーカー受領

・卸店内の経理処理

↓

・終了後、ＰＤＦ変換サー
ビスへデータ送信

こ
れ
か
ら

・投函・確認、仕分け作業・卸店内の経理処理こ
れ
ま
で

＋１日翌日月初５営業日程度

図 10 

現在は、郵送のための切手代、封筒代などの費用がかかっている。今後は、現行費用

よりも安価で PDF 帳票配布が可能なため、郵送コスト等の物理的な費用の削減が期待さ

れる。 

（２）業務コストが削減される 

帳票の仕分、封入などが必要なくなるため、業務コストの削減が期待される。 

（３）業務精度が向上する 

人的業務からシステム化することにより仕分け間違い、封入間違いなどの人的ミスが

無くなり業務精度の向上が期待される。 

（４）差額調査業務に早期に取り掛かれる 

メーカーの帳票受領日が現行より

も、最大３日程度短縮されるため、

卸店がメーカーから受け取る差額明

細書の受領日も早まる事が想定され

る。（図 10） 

この結果、差額調査業務に早期に

取り掛かれることが可能となる。 

 

また、メーカーは、以下３つのメリットが期待される。 

（１）最大、３日程度請求書の到着タイミングが早くなる（図 10）。 

卸店からの請求書の送付方法が郵送からシステム化されることで、これまでよりも早

期にメーカーは受領が可能となる。差額内容確認などの業務へ迅速に取り掛かる事がで

きる。 

（２）業務の平準化が期待できる 

本システムを利用する卸店が拡大する事で、これまで卸店個別のレイアウトが日食協

標準書式に統一され、業務の平準化を図ることができる。 

（３）業務精度が向上する 

卸店からの請求書を、担当部署などに仕分ける際、仕分け間違いなどの人的ミスが無

くなり、業務精度の向上が期待される。 

 

●帳票について 

本サービスは、PDF 帳票の書式として、日食協標準書式（販売促進金請求書）を使用する。 

これまで卸店ごとにバラバラであった書式を統一し、酒類・加工食品業界の卸店／メーカ

ーの全体コスト削減を実現することを狙いとする。 

現行と比較した場合の大きな違いは、卸店の押印を不要とした事であり、今回を機に、酒

類・加工食品業界のメーカー／卸間での押印を徐々に不要としていく事で、業界全体のコス

ト削減を図りたいと考える。 

（※）帳票イメージ、記載項目については日食協のホームページよりダウンロードが可能 

URL http://homepage3.nifty.com/nsk-nhk/ 
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図１２：タイムスタンプ

Date of Signature

・・・・・・・・・・・・・・・・・

図 11 

図 12 

●帳票の非改ざん性について 

本サービスでは、電子署名、タイムスタ

ンプを行う事で、販売促進金請求書の非改

ざん性（第三者が帳票を改ざんしていない

事）を証明する。 

 

【電子署名】（図 11） 

世界で最も実績のある第三者認証機関であ

るベリサイン社の認証を受け、販売促進金請

求書の非改ざん性（第三者が帳票を改ざんし

ていない事）を証明する。 

 

【タイムスタンプ】（図 12） 

タイムスタンプを行う事で、販売促進金請

求書の作成日時（サーバ等の時刻）、及び、

それ以降で改ざんが行われていない事を証明

する。 

 

 

 

３．EDI に向けた取り組みについて  

●強まる標準化のニーズ 

PDF 変換サービス（販売促進金請求書）は、残念ながら、「紙帳票」そのものを廃止する

仕組みにはなっていない。郵送する卸店では、必要に応じて控えを紙で保存する必要があり、

一方のメーカーは、国税等への対応として、印刷して保管する必要がある。さらに、メーカ

ーは、照合のためには、紙帳票からシステムへ入力する業務が必要となってくる。そういっ

た意味では、販売促進金請求処理の効率化への抜本的な対応ではないといったほうがいいだ

ろう。最終的には、受発注、出荷案内などと同じように「紙帳票」から、「EDI」への流れを

推進していく活動が必要になってくる。 

EDI の流れを推進するためには、まず、販売促進金 EDI 化率がまだまだ低い事（図３）、

EDI を行っているメーカーであっても、96％が、また別途紙郵送を要望している事実の原因

究明が必要となる。 

原因の一つとして考えられるのは、日食協標準フォーマット上の項目不足である。メーカ

ーが要求する項目が足りないため、ＥＤＩを行う事ができないというのは理解できる。実際、

EDI を行っているメーカーに別途、紙郵送を依頼している理由を聞くと、『単価の妥当性を

確認するのに、倉直区分、取引条件が必要である（区分によって単価が異なる場合がある）

が、今の日食協標準フォーマット上にはないため、別途紙郵送を要望している』との事であ

った。このことは、現状の日食協標準フォーマットが必ずしも十分ではなく、まだまだ標準

化を通じた見直しの余地がある事を示している。 

 

図１１：電子認証の仕組み

①証明書
利用申込み
（ファイネッ
ト）

④ 署名済みＰＤＦ

①証明書
利用申込み
（ファイネッ
ト）

④ 署名済みＰＤＦ
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図 13 

●日食協と連携し、EDI を推進 

一方、（株）ファイネットでは、より一層の日食協標準フォーマットの活用を推進するべ

く、2012 年４月に日食協フォーマット個別対応標準化検討部会を、酒類・加工食品業界の標

準化を検討する推進部会（メーカー：20 社、卸店：８社）の配下の組織体として、新たに立

ち上げた（図 13）。 

現在、多くのメーカー、卸店では、日食協標準フォーマットを活用しているものの、相対

での項目セットが多いため、標準とするべき運用基準の整理と、現状の運用に合わせた項目

の見直しを行いたいというのが背景であった。 

従来、日食協標準フォーマットの検討は、日食協 EDI・WG が主体となって行われていたが、

この４月より、日食協 EDI・WG と日食協フォーマット個別対応標準化検討部会が相互に連携

し、より、業界にとってコストが最小化できるような日食協標準フォーマットの策定、改定

を目指す環境が整ってきた。 

今後は、この活動を通じて、日食協とともに、EDI を推進していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

§Ⅲ．今後の展望 

 

販売促進金請求書における今回の対応（PDF 変換サービス、EDI の推進）は、課題として認識

されている、数ある紙帳票の効率化の一つに過ぎない。 

今後、（株）ファイネットは、残された帳票について、今回同様に、短期的施策（PDF 変換

サービス）と中長期的施策（EDI の推進）の両面から対応していく。 

短期的施策では、他帳票をシステムベンダーが対応し、導入が進んでしまった場合、各卸店、

各メーカーにとって、販売促進金請求書は（株）ファイネットのシステム、別の帳票はシステ

ムベンダーのシステムにログインする必要があるなど、今回、課題として取り上げた、各卸店

ごとに向けたシステムベンダーと同様の事が発生してしまう。 

図１３：標準化推進の会議体
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図１４：対象とする帳票の優先順位マトリックス

図１５：優先順位マトリックスにおける対応方法

図 14 

図 15 

（株）ファイネットは、こうした課題へ、いち早く対応するため、できるだけ迅速に、卸店、

メーカーのご要望を確認しながら、帳票の横展開を、今回の PDF 変換サービスと同じプラット

フォーム上で実現すべく検討を進めていく。各帳票が同じプラットフォーム上（PDF 変換サー

ビス）にのることで、卸店、メーカー双方の利便性が高まると考えられる。 

対応にあたっては、標準化の下地（日

食協標準フォーマットの有り・無し）、

効果規模（紙帳票の割合：多・少）の

２軸で整理し、４つの領域の中で優先

順位をつけて対応していく（図 14）。 

最も優先順位が高いのは、図 14 の右

上に示される領域である。この領域は、

既に日食協標準フォーマットがあり、

なおかつ、紙帳票が多く残っている領

域である。今回の販売促進金請求書は

この領域に該当する。 

例えば、商談見積り書などは、日食協

標準フォーマットなどの下地がないが、

各社の個別帳票が多く残っている領域で

あるため、第三優先領域に該当する。 

また、対応方法も、それぞれの領域に

よって異なってくる（図 15）。第一優先

領域、第二優先領域に関しては、短期的

施策と中長期的施策を今回の販売促進金

請求書同様に並行して実施していく。 

一方で、第三優先領域と第四優先領域

に関しては、まずは、中長期的施策の検

討を行い、個別の帳票をどのように日食

協標準フォーマットにできるのかを検討

し、その後、短期的施策を検討する事に

なる。 
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近畿支部研修会会場 

 

 

 

 

近畿支部「第8回実務研修会」共催 

          － 7 月 24 日 － 

日本加工食品卸協会近畿支部は､7 月 24 日

（火）大阪市都島区太閤園で大阪府食品卸同

業会との共催で「第 8 回実務研修会」を開催

した。当日は正会員、賛助会員ﾗ 120 人が出席

した。開催挨拶で大釜賢一会長（伊藤忠食品

（株））は「この研修会は現場の実務者を対

象に開催するもので、ぜひとも多くの人に参

加をしていただき、この研修会を通じて現場

力を高めて欲しい。今回は「お客の心をつか

む笑い」をテーマとした。人の感情の中で、

例えば『怒る』ことについては、お互いに気

分が悪くなり、ストレスがたまって仕事のやる気も失せてくるが、それに引きかえ『笑い』は

良い効能がたくさんある。気持ちよくなる成分が分泌され免疫機能も高まり体にも良い。癌に

も効果があると言われている。また好きな時に使える便利なもので、我々の仕事には欠かせな

い。昨今、消費環境は厳しいものがあるが、笑いをしっかり自分のものとして身につけて、今

後のビジネスに生かしてもらいたい」と挨拶した。研修会は殿村政明氏（ヒューマンコメディ

ックス社長 笑伝塾塾長）を講師に迎え、「お客様の心をツカみ、ゆるぎない信頼関係を築く

営業コミュニケーション」をテーマに実施。殿村氏は元吉本興業所属タレントという経歴の持

ち主。殿村氏は「笑いによってセロトニンなどが分泌され、鬱などにも効果が期待できる。楽

しい会話により、取引先との円滑なコミュニケーションが図れるので、照れやプライドを捨て

て挑戦してほしい」と語り、リラクションの取り方やツカミなどの笑いの武器を紹介。実際に

参加者同士で会話の練習をしてもらうなど、笑いも含めて盛り上がり、好評の研修会となった。 

 

 

東海支部共催で「第５回セミナー」開催 

 － 8 月 22 日 － 

 平成24年８月22日に、一般社団法人 日本加工食品卸協会東海支部は「第５回セミナ

ー」を名古屋国際会議場で中部食料品問屋連盟と共催で開催した。 

支部活動 
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伊賀越第二工場にて 

西山徹氏 開会挨拶 

セミナー会場にて 

 開催に先立ち、西山徹東海支部会計監事

（中食連常任理事）が「セミナーは今回で５

回目となる。本日は２部構成であり、第２部

の大谷先生には２年前にも講師を務めてもら

っており、その際の内容も聴講者が元気の出

る講演であり、今回も面白い話が聞けると期

待している。長時間のセミナーとなるが、こ

の時間が参加者にとって役立つものになって

欲しい」と挨拶を述べた。 

第１部ではグラッツェミッレ・高塚苑美代

表取締役が、「クルマを売りたいなら、クル

マの話はやめなさい！～成功率８割を超える

営業の秘訣～」のテーマで、セールスパーソ

ンに求められているのは、「商品知識」では

なく「共感」であるという購入後のビジョン

やストーリーを売る営業、心理学から見る営

業の手法などについて講演し聴衆の関心を集

めた。 

第２部は志縁塾・大谷由里子代表取締役を

講師に「大谷流『ココロの元気』の作り方～

コミュニケーション力アップ～」をテーマに、

売れるために必要な〝WANT〟と〝HOW〟、コミ

ュニケーション力の磨き方などについての講

演を行い、参加者の好評を得た。 

 

 

東海支部「第8回商品研修会」開催 

         － 9 月 12 日 － 

 東海支部は、中部食料品問屋連盟と共催

で「第8回商品研修会」を9月12日（水）に開

催した。商品研修会は、製造業の原料から製

品化に至るまでの過程と開発に対する姿勢、

社会貢献についての取り組みなどを勉強する

ことによって、自らの取扱い商品に自信をも

って販売していくことや商品知識の習得を目

的に毎年開催している。 

 今年度は、国分（株）滝本徳一部長兼第
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製造工程研修 

サンヨー食品(株)前橋工場にて 

一支店長を団長に会員企業41名が参加して伊賀越第二工場並びにクノール食品中部事業所

を企業訪問した。 

伊賀越第二工場では、本城理代代表取締役副社長の歓迎のご挨拶のあと、本城和寿専務

取締役製造部部長兼商品開発部部長から説明を受け、むかしながらの天然醸造の製造方法

を近代化した工場で四季の寒暖のみで発酵・熟成させた「天然醸造しょうゆ」の仕込み蔵

の生産体制と製造工程を見学した。 

クノール中部事業所では、久保田昌幸中部事業所長の「食品メーカーとしての食品への

拘りを知っていただくと共に、地域貢献や環境への取組みについても知っていただくこと

は所員の励みにもなります」と挨拶の後、工

場の概要説明を受け、吟味を重ねた原料と全

てのプロセスで手間を惜しまない味作りを

追求する粉末スープの生産工場を見学した。 

参加者からは「製造現場で学べる生きた商

品知識の習得とメーカーの原料から製品化

に至るまでのこだわり、環境や地域社会との

取組み姿勢を学ぶことができた」など有意義

な感想が多く寄せられ、早くも次回の研修会

開催を望む声が聞かれた。 

 

 

第49回関東支部商品研修会開催 

― 10 月 12 日 － 

10月12日（金）関東支部流通業務委員会主催の第49回商品研修会を開催した。今回は、

群馬県前橋市の「サンヨー食品株式会社前橋工場」と埼玉県坂戸市の「株式会社明治坂戸

工場」を訪問し研修を行った。 

当日は天候に恵まれ秋晴れの大変さわやかな気候のもと関東支部会員卸企業9社21名、事

務局2名総員23名が定刻8時15分に三越日本橋店横に集合してバスに乗車し、最初の訪問先

サンヨー食品前橋工場に向かった。関越道に入り事故渋滞が発生して予定より30分ほど遅

れて現地に到着した。早速工場長の河辺正一氏と工場長代理の竹中勇気氏にご挨拶と工場

概要のご説明をいただいた後、工場内を製

造ラインにそって研修した。ご説明では特

に、スープと麺へのこだわりの中で、味噌

味、塩味、醤油味のそれぞれのスープによ

くあうように麺の形状を変えているという

ことに驚いた。まさに日本の食文化のきめ

細かさを感じた。 

研修後全員で記念写真を撮り工場を後に
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 (株)明治坂戸工場にて 

 

し、すぐ近くの「登利平」で昼食後、次の研修先の「明治坂戸工場」に向かった。予定通

り14時30分に「明治坂戸工場」に到着し、健康事業部の浦 愼一氏と事務室の郷原 正人

氏のお出迎えとご挨拶をいただき、DVDで工場概要のご説明をいただいた。この後１号館の

「カール」と｢ミルクチョコレート｣の製造ラインを研修した。この工場は1979年に開設さ

れ、約3万坪の敷地でミルクチョコレート・カールなどを生産している。カカオの取扱量は

国内の約16%に相当するとのことで、工場全

体がほのかに甘い香りが漂い、製造ラインを

参観する通路もファンタジックな作りにな

っておりいかにもお菓子の夢工場という印

象でした。また省エネ・産業廃棄物の削減・

水質汚濁防止を中心に緑化・美化にも真剣に

取り組んでいる工場で、廃棄物は全てリサイ

クルしており、ゼロエミッション(最終処分

量ゼロ)を達成している工場でもありまし

た。 

 



－ 19 － 

 



－ 20 － 

缶詰フェスティバル 2012 

 

 

「缶詰フェスティバル」開催 

－日本缶詰協会－ 

日本缶詰協会は 9 月 1 日、「防災の日 缶詰フェスティバル 2012in 秋葉原」をベルサール秋

葉原で開催した。「缶詰、びん詰、レトルト食品」の食材としての汎用性の高さを啓発しなが

ら、保存性に優れ、災害時にも役立つことを再認識してもらうため、「缶詰の祭典」として実

施した。冒頭、久代敏男会長（マルハニチロホールディング社長）が挨拶し「缶詰、びん詰、

レトルト食品は、長期保存が出来ることから、震災以降、改めて注目され、利用機会が増えた。

備蓄用としてだけではなく、普段の食事でもメインデッシュ足りうるもの。使いながら補充す

ることで生活が豊かになるだけでなく、いざという時の安心につながる。保存料は使用せず、

自然な状態を生かした食品であることも特徴。今日は盛りだくさんの企画を用意しているので、

楽しみながら缶詰を知っていただきたい。」と語った。メインイベントは、「缶詰、びん詰、

レトルト食品で作ろう！ご当地レシピコンテスト」で一般公募で集まったアレンジレシピ（120

件）の中から、最終選考に残った 6 作品の考案者が会場に集結し、調理デモを行った。来場者

の試食･投票で最優秀レシピに、サケ缶を使った「石狩鍋風味噌スープ」が選ばれた。会場には

「缶詰博士」の黒川勇人氏監修の特設ブースを設置し「缶詰チョイ足しレシピ」を紹介したり、

明太子や宝うになどの珍しい缶詰を紹介する「ニッポンのレア缶詰コレクション」も展開した。

ステージでは黒川氏の「缶詰トークショー」を実施。オリジナルメニュー「缶詰寿司」の紹介

や、缶詰にまつわるうんちくを披露した。    

また、今年 1 月に秋葉原にオープンした人気の「缶＇s Bar」が、1 日限定で会場に登場し、

多数のアレンジメニューを試食を通じて紹介した。さらに、協賛各社が来場者へ自社商品を直

接アピールする「協賛各社生 CM コーナー」を実施。新商品やイチオシ商品などをプレゼンテー

ションした。このほか、缶詰の詰め

合わせがもらえる「メイドと対決･

缶詰ジャンケン大会」や、持参した

グッズを缶に封入する「オリジナル

缶づくり」コーナー、「９/1 防災の

日」にちなんで缶詰の有用性を説明

するパネル展示や、防災グッズの展

示などを行う「防災コーナー」も注

目を集めていた。 

 

 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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食品表示一元化検討会報告書の公表について 

－消費者庁－
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JICFS/IFDBの最新状況 

－流通システム開発センター－ 
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労働契約法改正のポイント 

－厚生労働省－ 
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下請取引適正化推進月間の実施について 

－公正取引委員会・中小企業庁－
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クラウドデータプール for Webサービスのご紹介 

－株式会社サイバーリンクス－ 
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